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・番号の前に＊印を付してある項目は主要望官庁が他省庁で、共同要望をしている項目であ

る。 

 

①   雇用促進税制の創設〔所得税、法人税、法人住民税〕 

 

・ 10％以上かつ 5人（中小企業は 2人）以上の雇用の増加等の要件を満たす企業に対 

し、雇用増加数に応じた法人税額の税額控除制度等（１人当たり 20 万円）を創設す

る。 

・ 新たに次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けた企業（くるみんマ 

ーク取得企業）に対して、一定の期間内に新築・増改築した建物に係る割増 

償却制度を創設する。 

・ 障害者を多数雇用する場合の機械等の割増償却制度を 3 年延長するととも

に、重度障害者の一層の雇用促進を図る観点から、適用対象を拡大する。 

 

②   障害者を多数雇用する事業所に対する税制上の特例措置の延長〔固定資産税、

不動産取得税〕 

障害者を多数雇用する場合の不動産取得税の減額措置及び固定資産税の課税標準

の特例措置について、その適用期限を 2年延長する。 

 

③   雇用保険法の改正に伴う税制上の所要の措置〔所得税、個人住民税等〕 

雇用保険法の失業等給付について、税制上の措置が必要となる場合には、

非課税措置及び差押禁止措置を講ずる。 

 

＊①  新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築のための税制上

の所要の措置〔所得税、個人住民税等〕 

すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、出産・子育て・就労の希望

がかなう社会を実現するための包括的・一元的な制度（子ども・子育て新シ

ステム）に基づく給付について、税制上の措置が必要となる場合には、非課

税措置及び差押禁止措置を講ずる。 

 

②  平成２３年度以降の「子ども手当」に関する税制上の所要の措置〔所得税、

個人住民税等〕 

平成 23 年度以降の「子ども手当」について、税制上の措置が必要となる

場合には、非課税措置及び差押禁止措置を講ずる。 

 

③ 成年扶養控除・配偶者控除の見直し〔所得税、個人住民税〕【配偶者控除は検討事項】 

成年者は基本的に独立して生計を立てるべきという観点から、年間所得 400 万円

以下の場合、障害者、要介護者、高齢者、難病等による長期療養者など真に支援が必

要な方を除いて、成年扶養控除を廃止する。 

配偶者控除については、平成 24年度税制改正以降、抜本的に見直す方向で検討す

ることとされた。 

第１ 厳しい経済環境下における雇用・生活安定の確保 

第２ 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備 



- 2 - 

 

① 社会保険診療報酬に係る非課税措置の存続〔事業税〕 

医療とりわけ社会保険診療の高い公共性に鑑み、社会保険診療報酬に係る

事業税の非課税措置を存続する。 

   なお、平成 22 年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必要な 

措置について、来年１年間議論し、結論を得ることとされた。 

 

② 医療法人の社会保険診療以外部分に係る軽減措置の存続〔事業税〕 

医療事業の安定性･継続性を高め、良質かつ適切な医療を効率的に提供す

る体制の確保に資する医療法人制度を支援するため、医療法人の社会保険診

療以外の部分に係る事業税の軽減措置を存続する。 

   なお、平成 22 年度の議論を踏まえつつ、地域医療を確保するために必要な 

措置について、来年１年間議論し、結論を得ることとされた。 

 

③ 高額な医療用機器に関する特別償却制度の適用期限の延長〔所得税・法人税〕 

医療保健業を営む個人又は法人が、取得価格 500 万円以上の医療用機器を取得し

た場合に、取得価格の 14％の特別償却を認める特例措置の適用期限について、対象

機器の範囲から心電図及び顕微鏡を除外し、償却率を 12％に引き下げた上で 2 年延

長する。 

 

④   医療安全に資する医療機器等の導入に係る特別償却制度の適用期限の延長 

〔所得税・法人税〕 

医療保健業を営む個人又は法人が、医療安全に資する医療機器等を取得した場合

に、取得価格の 20％の特別償却を認める特例措置について、対象機器の範囲から、

生体情報モニタ連動ナースコール制御機、注射薬自動払出機、医療情報読取照合装

置及び特殊寝台を除外し、償却率を 16％に引き下げた上で適用期限を 2年延長する。 

 

＊⑤ グリーン投資減税の創設〔所得税、法人税、法人住民税、法人事業税〕 

低炭素成長社会の実現等のために、病院等が CO２排出削減に相当程度の効

果が見込まれる省エネ・低炭素設備等を取得した場合、取得価額の 30％の特

別償却等を認める特例措置を創設する。 

 

＊⑥ 試験研究費の総額に関する税額控除制度の存続〔所得税、法人税〕 

試験研究費総額の一定割合を納付税額から控除できる制度のうち、控除限度割合が

拡充されている特例措置について、適用期限の到来をもって廃止する。なお、医薬品・

医療機器関連企業等の試験研究を活性化するため、引き続き制度自体は存続するとと

もに、新たに法人実効税率が 5％引き下げられることとなった。 

 

⑦ 旧老人保健制度の拠出金に係る経過措置の延長〔国民健康保険税〕 

旧老人保健制度における拠出金に係る費用を国民健康保険税の標準基礎

課税総額に含めて徴収することとする経過措置について、その適用期限を 3

年延長する。 

 

 

第３ 質の高い医療サービスの安定的な提供・健康で安全な生活の 
確保 
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⑧ 扶養控除見直し等に伴う国民健康保険税の所要の措置〔国民健康保険税〕 

国民健康保険税の所得割額の算定方式を旧ただし書方式に一本化すること

とされた。（平成２５年度分の国民健康保険税から適用。） 

また、国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を 51 万円（現行 50

万円）、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を 14 万円（現行 13 万円）、

介護納付金課税額に係る課税限度額を 12 万円（現行 10 万円）に引き上げる。 

 

⑨ 国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、たばこ税の税率の

引上げ〔たばこ税、地方たばこ税〕【検討事項】 

国民の健康の観点からたばこの消費を抑制するため、将来に向かって税率を引き上

げていく。なお、平成 24年度以降の税率の引上げにあたっては、たばこの消費や税収

に及ぼす影響等を十分に見極めた上で判断することとされた。 

 

① 個人が社会福祉法人に寄附を行った場合における税額控除制度の創設〔所得

税、個人住民税〕 

パブリック・サポート・テスト（寄附金額が年 3,000 円以上の寄附者の数

が年平均 100 人以上又は総収入金額に占める寄附金総額の割合が 5 分の 1 以

上）及び情報公開の基準を満たした社会福祉法人に対して寄附を行った場合、

寄附金について、現行の所得税における所得控除方式に加えて税額控除も選

択可能とする。 

また、個人住民税における寄附金税額控除の適用下限額を 5,000 円から

2,000 円に引き下げる。 

 

＊② サービス付き高齢者住宅（仮称）供給促進税制〔所得税、法人税、固定資産税、

不動産取得税〕 

新たに制度化の検討がされているサービス付き高齢者住宅（仮称）につい

て、床面積に関する要件等を見直した上で、現行の高齢者向け優良賃貸住宅

に関する建設促進税制と同様の措置等を講ずる。 

 

③ 介護保険制度の改正に伴う税制上の所要の措置〔印紙税〕 

国民健康保険団体連合会が作成する新たな地域支援事業に係る費用の請求に関す

る審査及び支払の業務に関する文書について、税制上の措置が必要となる場合には、

非課税措置を講ずる。 

 

④ 譲渡所得に係る特別控除の特例の障害者通所サービス等への範囲の拡充〔所 

得税、法人税、個人住民税〕 

障害者自立支援法に基づくサービス事業用地として土地の譲渡を行う際に、第２

種社会福祉事業である保育所や老人デイサービスセンターについては、簡易な証明

により譲渡所得に関する特別控除の適用が受けられるが、同じく第２種社会福祉事

業でありながら、適用外となっていた障害者の通所サービスやグループホーム等に

ついても同様の措置を講ずる。 

 

 

第４ 良質な介護サービスの確保・障害者施策の総合的な推進 
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① 事業主が存在しない等の理由によって企業年金等に移行できない適格退職

年金に関する税制優遇措置の継続〔所得税、法人税、個人住民税、法人住民税〕 

平成 23年度末で廃止期限を迎える適格退職年金のうち、事業主が存在しない等の理

由によって企業年金等に移行できないものについて、廃止期限後の平成 24年度以降も

現行の給付時等の税制優遇措置を継続する。なお、関係省庁において企業年金等へ移

行していないものについて円滑な移行促進策を検討するなど、適格退職年金制度の廃

止に向けた取組みを進める。 

 

② 企業年金等の積立金に対する特別法人税の課税の停止措置の延長〔法人税、

法人住民税〕 

企業年金等（厚生年金基金、確定拠出年金、確定給付企業年金、勤労者財 

産形成給付金及び勤労者財産形成基金）の積立金に対する特別法人税の課税 

の停止措置について 3 年延長する。 

 

 

 

 

① 生活衛生同業組合等が設置する共同利用施設に係る特別償却制度の適用期限 

の延長〔法人税〕 

生活衛生同業組合等が共同利用施設（共同冷蔵庫、研修施設、研究施設等）

を設置した場合に、取得価格の 8％の特別償却を認める特例措置の適用期限

について償却率を 6％に引き下げた上で適用期限を１年延長する。 

なお、本制度の利用状況等の分析等を踏まえ、制度の在り方の見直しに向

けた検討を行うこととされた。 

 

＊② ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価の見直し〔固定資産税〕 

 ホテル・旅館の建物に係る固定資産評価について、使用実態等を把握する

とともに、できるだけ速やかに検討を行う。 

 

③ 公害防止用設備に係る特別償却制度の適用期限の延長〔所得税、法人税〕 

公害防止用の設備を取得した際に、取得価格の 14％の特別償却を認める特

例措置について、対象を中小企業がフッ素系溶剤を使用するドライクリーニ

ング機及び設備一体型のドライクリーニング機を新増設した場合に見直し、

償却率を 8％に引き下げた上で適用期限を１年延長する。 

 

＊④ 産業活力再生特別措置法に係る税制上の特例措置の延長及び拡充〔登録免許

税、不動産取得税〕 

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく登録免

許税の特例措置について、適用期限を 1 年延長等する。 

 

 

 

 

第５ 信頼できる年金制度に向けて 

第 6 各種施策の推進 
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＊⑤ 生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金の特例措置の適用

期限の延長〔法人税等〕 

生活衛生同業組合等及び消費生活協同組合等の貸倒引当金について、通常

の場合の損金算入限度額の 116％相当額を損金算入限度額とする特例措置を

損金算入限度額の 112％相当額に引き下げた上で適用期限を 3 年延長する。 

 

⑥ 戦傷病者等の妻に対する特別給付金に係る非課税措置及び差押禁止措置の存

続〔所得税、印紙税、個人住民税等〕 

戦傷病者等の妻に対する特別給付金の支給に係る所得税等の非課税措置

及び差押禁止措置について存続する。 

 

＊⑦ 特定退職金共済団体である一般社団・財団法人が受け取る利子等の非課税措 

置の創設〔所得税、法人住民税〕 

特例民法法人から一般社団・財団法人に移行した特定退職金共済団体につ

いては、所得税法上の公共法人等とみなして、従前どおり非課税とする。 

 

＊⑧ 住宅用家屋に係る登録免許税の軽減措置の適用期限の延長〔登録免許税〕 

住宅を新築した場合や一定の中古住宅を取得した場合等において、当該家屋の所

有権の保存登記、移転登記又は抵当権設定登記に対する登録免許税の税率に係る特

例措置の適用期限を２年延長する。 

 

 

 

  社会保障と税制の一体改革 

「社会保障改革の推進について」（平成 22 年 12月 14日閣議決定）では、社会保障

の安定・強化のための具体的な制度改革案とその必要財源の安定的確保と財政健全化

を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工

程表とあわせ、23年半ばまでに成案を得、国民的な合意を得た上でその実現を図るこ

とが決定された。 

今後、税制調査会では、政府・与党の検討と緊密に連携しながら、早急に税制抜本

改革の具体的内容について検討を行うこととされた。 
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